
1 単

電力・ガ
ス・食料品
等価格高騰
重点支援支
援給付金事
業【低所得
者世帯給付
金】

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中
で、電力・ガス・食料品等の価格高騰により、特に家計へ
の影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対
し、１世帯当たり３万円を支給することで低所得の方を支
援する。
②低所得者世帯への給付金
③給付金総額　146,190千円
　令和５年度住民税非課税世帯　4,873世帯×30千円
④令和５年度住民税非課税世帯4,873世帯

完了
令和５年6月19
日～令和６年２

月27日
    146,190,000     146,190,000

①住民税非課税世帯等4,873
世帯に、１世帯当たり３万円を
支給した。
②価格高騰により、特に家計へ
の影響が大きい低所得世帯に
対して給付金を支給し、低所得
の方を手厚く支援することがで
きた。

①価格高騰の影響による経済的
な市民生活の負担増
②引き続き、生活困窮者等に寄
り添った相談支援を実施するとも
に、国の新たな支援策等を注視
していく。

生活支援相談課

2 単

電力・ガ
ス・食料品
等価格高騰
重点支援支
援給付金事
業【事務
費】

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中
で、電力・ガス・食料品等の価格高騰により、特に家計へ
の影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対
し、１世帯当たり３万円を支給することで低所得の方を支
援する。
②低所得者世帯への給付金に係る事務費
　委託料（システム開発、人材派遣）、消耗品・印刷・郵送
料、手数料
③事務費総額　7,469千円
委託料5,715千円（システム開発3,126千円、人材派遣
2,589千円）、消耗品費8千円、印刷製本費286千円、通信
運搬費923千円、手数料537千円
④令和５年度住民税非課税世帯4,873世帯

完了
令和５年6月19
日～令和６年２

月27日
       7,468,638        7,468,638

①住民税非課税世帯等4,873
世帯に、１世帯当たり３万円を
支給した。
②価格高騰により、特に家計へ
の影響が大きい低所得世帯に
対して給付金を支給し、低所得
の方を手厚く支援することがで
きた。

①価格高騰の影響による経済的
な市民生活の負担増
②引き続き、生活困窮者等に寄
り添った相談支援を実施するとも
に、国の新たな支援策等を注視
していく。

生活支援相談課

3 単
住宅用蓄電
池・太陽光発
電設置補助金

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化し電気
料金を含む物価高騰の影響を受ける家庭において、蓄電
池および住宅用蓄電池と併せて設置する太陽光発電施
設の設置により、家庭内でのエネルギーの自給自足に資
する設備の導入を支援する。
②補助金
③6,600千円（蓄電池の蓄電容量1kwhあたり25千円、上限
175千円
 ・太陽光の発電容量１kwhあたり10千円、上限40,000円）
④住宅用蓄電池および住宅用蓄電池と併せて設置する
太陽光発電施設を設置する者

完了
令和５年８月１
日～令和６年３
月22日

       6,600,000        3,040,000

①交付決定　延べ17件
②電気料金を含む物価高騰へ
の対応と市域の脱炭素社会実
現に向け、再生可能エネル
ギー利用を促進することが出来
た。

①社会情勢に合わせ、補助メ
ニューを整理（高効率給湯機器
への補助など）する必要がある。
②今年度末に策定する第３次守
山市環境基本計画に基づき、家
庭向け・事業者向けの支援策を
進めていく。

環境政策課
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4 単

介護サービス
事業者物価高
騰対策支援事
業費
交付金

①新型コロナウイルス感染症による物価高騰の影響が長
期化する中、食事提供を行う介護サービス事業所におい
て、食糧費の高騰分の一部を支援することで、安定的な
運営を支援する。
②交付金
③食事を提供している介護サービス事業者に対し、物価
上昇率6.8％に、年間の利用日数、補助率（10/10）を乗じ
た額を単価とし、定員を乗じた額を支給。 入所・入居系施
設（３食提供）20事業所、通所系施設（１食提供）36事業所
 ・入所・入居系施設（３食提供）
　1,445 円（基準費用額）×6.8％（物価上昇率）×365日×
10/10≒36,000円※市日数単価以下の場合は半額
（18,000円）
　対象施設数(19施設) 合計定員521人×36千円＝18,756
千円
                    半額交付　( 1施設)     定員80人×18千円
＝1,440千円
・通所系施設（１食提供）
   1,445 円（基準費用額）×6.8％（物価上昇率）÷３×22
日×12月×10/10≒9,000円
　対象施設数(36施設)     定員798人×9千円＝7,182千円
④入所・入居系施設　20事業所、通所系施設　36事業所

完了
令和５年11月

24日～令和６年
３月29日

      27,378,000       18,816,000

①20法人39事業所に交付決定

②材料費の高騰分を即座に利
用者負担に価格転嫁せず、
サービス事業所を運営していた
事業者に対して、価格高騰の
影響額の多くを支援することで
経済的負担の軽減を図ること
ができた。

①食材料費は高止まりしており、
事業者もしくは利用者の食費に
係る負担は大きい。

②特定財源の状況に注視しつ
つ、継続して検討していく。

介護保険課

5 単

障害福祉サー
ビス事業者物
価高騰対策支
援事
業費交付

①新型コロナウイルス感染症による物価高騰の影響が長
期化する中、食事提供を行う障害福祉サービス事業者に
対して、食糧費の高騰分を支援することで安定運営を図
る。
②交付金
③入所施設（３食提供）２施設、短期入所、グループホー
ム（夕、朝２食）14施設、通所（昼１食）10施設に対し、物価
上昇率6.8％に、年間の通所日数、補助率（10/10）を乗じ
た額を単価とし、定員を乗じた額を支給。
基準費用額1,445円×物価上昇率6.8%＝98円　　⇒1食あ
たり32円
・入所（２施設）
　98円×365日(日数)(※1)×補助率(1/2)≒　18千円　　定
員90名×18千円　 ＝　1,620千円
・短期入所、グループホーム（11施設）　64円×292日(日
数)(※1)×補助率(10/10)≒19千円　定員115名×19千円
＝　2,185千円
・通所施設（10施設）
　32円×264日(※1)×補助率(10/10)≒９千円　定員180
名×９千円　＝　1,620千円
※1　入所施設は１年（365日）を通して、短期入所、グルー
プホームは８割（292日）
④入所施設（２施設）、短期入所施設（４施設）、グループ
ホーム（10施設）、通所施設（10施設）

完了
令和５年９月25
日～令和６年２

月９日
       5,425,000        4,149,000

①交付決定事業所　16事業所
②食材費の高騰分を支援した
ことで、障害福祉サービス事業
所の安定運営にに寄与でき
た。

①依然、食材費は高止まりして
おり、事業者および利用者にとっ
て食費に係る負担は大きい。
②国の動向を注視していく。

障害福祉課
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6 単
保育所等物価
高騰対策支援
金

①給食物資の高騰している状況下において、保護者負担
を増やすことなく、給食費の値上げ回避し、円滑な給食提
供を行うことで、コロナ禍において物価高騰の影響を受け
ている保護者を支援するもの。
②高騰した分の食材購入費
③賄材料費　1,250千円（牛乳の高騰分）
１L（０～２歳用）：228円（R4上半期より+36円、R4下半期よ
り+26円価格高騰）　１ℓ影響額250千円
200ｍｌ（３～５歳用）：52円（R4上半期より+10円、R4下半
期より+７円価格高騰）　200㎖影響額1,000千円
④公立園５園：市内認定保育所・こども園に通う生徒保護
者等（間接的な支援）

完了
令和５年４月１
日～令和６年３

月26日
       1,250,000 3,627,734

①物価高騰分の費用を補填し
た
②保護者へ物価高騰分を転嫁
することなく、給食提供を行うこ
とができた。

①長引く物価高騰により、食材料
の価格上昇が収まらない。
②物価上昇の状況を把握する
中、保護者へ物価高騰分を転嫁
しない様、高騰分について補填
を検討する。

保育幼稚園課

7 単
食材費に係る
事業者負担の
軽減

①給食物資の高騰している状況下において、保護者負担
を増やすことなく給食費の値上げ回避を行い、円滑な給
食提供を行うため、コロナ禍において物価高騰等の影響
を受けている保護者を支援するもの。
②補助金
③補助金　10,696千円
園児１人あたり月額補助単価　862円（年間10,344円）を基
準額に設定し、1/2を県が補助、1/2を市が補助する。
認可保育所等（11施設）9,429千円、地域型保育事業所
（18施設）1,267千円　※吉身保育園は公設民営施設のた
め、県補助対象外であることから市単独費で対応。
④法人立29園：市内認可保育所等、地域型保育事業所に
通う園児保護者（間接的な支援）

完了
令和５年８月3１
日～令和６年３

月29日
      10,696,000 10,730,520

①延23,160人分の給食提供に
係る費用を支援した。
②民間園で、保護者へ物価高
騰分を転嫁することなく、給食
提供を行うことができた。

①長引く物価高騰により、食材料
の価格上昇が収まらない。
②物価高騰もふまえて公定価格
が設定されるものと想定している
が、公定価格への反映には時間
を要することから、令和６年度は
単価を見直し支援を継続する予
定である（県補助制度にあわせ
て実施）。

保育幼稚園課

8 単

肉用牛肥育経
営安定交付金
緊急補てん事
業

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中
で、飼料高騰の影響を受ける畜産経営者の経営安定を図
るため、肉用牛肥育経営安定対策交付金制度（牛マルキ
ン）において、標準的販売価格が標準的生産費を下回っ
た場合に、差額の９割が補てんされるが、その差額の１割
の1/4上乗せ分を支援する。
②補助金（マルキン：補填残の1/4）
③肉用牛肥育経営安定交付金緊急補てん　牛マルキン
で補填されない分26,354円×38頭1/4（上乗せ補助）＝
250千円
④市内畜産農家

完了
令和５年４月１
日～令和６年３

月26日
          250,000 68627

①昨年度よりは発動回数が多
かった。補助としては少額では
あるが、生産費を下回った販売
価格への補てん支援を行った。

②市内畜産農家の経営基盤お
よび肉用牛の生産基盤の維持
を図ることができた。

①牛枝肉の卸売価格が前年を
上回ってきているものの、新型コ
ロナウイルス感染症のまん延前
と比較すると下回っており、依然
として畜産農家の経営は厳しい
状況が続いている。
②次年度においても畜産農家へ
の必要な支援を行えるよう、事業
の継続を前提に検討する。

農政課

9 単
肥育素牛導入
等支援事業

①新型コロナウイルスの世界的な感染拡大により、枝肉
取引価格が急落している上に、物価高騰の影響で飼料等
も高騰しており、肉牛の生産環境が厳しい経営状況となっ
ていることから、近江牛等肉用牛の生産基盤を守るため
市内畜産農家が実施する経営体質の維持強化の取組に
対し、補助する。
②補助金　3,500千円（10万円×35頭）
③3,500千円　素牛の導入に際し、導入経費の一部（10万
円/頭）を支援
④市内畜産農家

完了
令和５年４月１
日～令和６年３

月１日
       3,500,000        3,500,000

①合計35頭分の導入支援を
行った。

②市内畜産農家の経営基盤お
よび肉用牛の生産基盤の維持
を図ることができた。

①肥育素牛の値段が一時期に
比べて低下してきているが、飼料
価格などの生産費用の高騰の長
期化により、全国的に肥育素牛
の導入需要が低迷している結果
によるものであり、依然として畜
産農家の経営は厳しい状況が続
いている。
②次年度においても畜産農家へ
の必要な支援を行えるよう、事業
の継続を前提に検討する。

農政課
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10 単
水産業燃油高
騰対策支援事
業

①コロナ禍における燃油の価格高騰により、水産業経営
に影響を受けている漁業者の負担を軽減するため、燃料
費の一部を助成する。
②補助金（一律20千円／人）　※組合員１人につき、20千
円
③20千円×31名（２漁協分）（正会員23名、準組合員8名）
④漁船登録のある船舶（船外機付）を有する漁業組合の
正准組合員

完了
令和５年４月１
日～令和６年２

月２日
          620,000 480000

①組合24名に対して支援を
行った。
②昨年度より申請者が増加し、
燃油価格は依然として高騰して
いる中、漁業者の負担軽減に
つなげることができた。

①補助対象要件の見直し。
②燃油価格高騰の動向を注視す
る中、事業継続と制度の見直し
を図り、漁業者支援に取り組んで
いく。

農政課

11 単
エコリフォ―ム
等推進補助金

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し物価高騰
する中で、個人消費の促進と家庭における省エネの取組
を推進するため、住宅の省エネ・再生エネ設備工事等を
補助する。
②補助金（省エネ住宅設備工事、エコリフォーム工事、助
成対象工事と併せて施工する高性能エアコン設置または
内装工事、付帯する工事等（養生、仮設足場、解体、廃材
処分））
※高性能エアコンは、省エネ基準達成率100％以上の製
品、またはAPF（毎年エネルギー消費効率）6.6以上のエア
コン
③30,000千円（助成対象事業の10％、上限額：200千円
150件を想定）
④市内に住所を有し市内に存する住宅で、助成対象者が
所有かつ居住する住宅

完了
令和５年７月１
日～令和６年３

月26日
      30,000,000        8,380,000

①交付件数　78件
　 交付金額　8,380千円

②個人消費の拡大により、物価
高騰により影響を受けた市内
経済の活性化を推進できた。併
せて家庭における省エネの取
組に寄与することができた。

①コロナ禍より経済対策として継
続してきたが、国や県も同様の
補助金を開始したことから、市内
事業者の利用等の条件により利
用が減った。

②省エネ取組推進を目的とする
中、より使いやすい制度となるよ
う改正をを行う中事業を継続す
る。

商工観光課

12 単

中小企業等省
エネ・再エネ
施設導入促進
補助金

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中
で、物価高騰の影響を受け厳しい経営環境が続く中小企
業者等に対し、固定費削減による経営基盤の強化、低炭
素化・GXの促進、省エネ・再エネ推進に資する設備の導
入を支援する。
②補助金
③国が指定した省エネ設備の導入に係る工事費等への
補助、太陽光発電システム・蓄電池設置補助。
10,000千円（助成対象事業費の1/2、上限500千円、20件
を想定）
④市内に店舗・工場・事業所・支店を有する中小企業者等

完了
令和５年７月１
日～令和６年３

月22日
      10,000,000        8,778,000

①交付件数　23件
　 交付金額　8,778千円

②設備の導入への支援を行う
ことで、高騰している電気代等
の固定費削減による経営安定
化と市内産業の低炭素化の促
進に寄与することができた。

①物価高騰が継続していること
から、引き続き支援が必要

②上限まで利用する事業者が減
少傾向にあることから、制度改正
を行う中引き続き事業を継続す
る。

商工観光課

13 単
外部人材活用
促進補助金

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化し、物
価高騰の影響を受ける市内中小企業の成長促進、経済
の活性化に向け、中小企業のデジタル化、経営改革の促
進を図るため、外部人材を活用して、自社の経営改革を
行うために必要な経費の一部を補助する。
②補助金（補助対象経費：外部人材に支払う給与、報酬、
謝礼、業務委託料等）
③2,000千円（助成対象事業費の1/2、上限200千円、10件
を想定）
④市内に本社を有する中小企業等

完了
令和５年７月20
日～令和６年３

月26日
       2,000,000 971,000

①交付件数　6件
　 交付金額　971千円

②中小企業等が外部人材を活
用し、売上高向上や販路拡大
に向けた取り組みに挑戦し経
営改革の促進に寄与すること
ができた。

①外部人材の活用方法について
理解が乏しく補助金活用が進ま
なかった。

②デジタル人材に係る外部人材
活用について特化し活用方法を
周知する。

商工観光課



Ａ

未着手／
実施中／

Ｂ

事業期間
（令和5年〇

 

Ｃ

予算額（円）

Ｄ

決算額（円）

　

　　　Ｅ

　成果および評価
　　①成果・実績

担当課Ｎｏ

補
助
・
単
独

交付対象事
業の名称

事業の概要【計画時点】
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

　

　　　　Ｆ

　課題および今後の方向性
　　①課題

14 単
学校給食費の
負担軽減措置

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中
で、食糧等の高騰による給食費値上げ回避し、子育て世
帯の負担の軽減を図る。また、副食は、生鮮物資の地産
地消率の維持向上のため、地場産物の安定的な確保を
図るとともに、地場産物を使用したメニューの提供回数の
増を図る。
②食材購入費の価格高騰分（教職員を除く。）
③賄材料費
19,867千円　（小学校13,773千円／主食3,271千円、牛乳
8,621千円、副食（生鮮）1,881千円　中学校6,094千円／主
食1,434千円、牛乳3,985千円、副食（生鮮）675千円）
④市内小中学校１３校の児童生徒保護者等（間接的な補
助）

完了
令和５年４月１
日～令和６年３

月29日
      19,867,000       20,402,690

①学校給食の質を下げることな
く、児童生徒に提供することが
できた。
②給食物資の高騰している状
況下において、保護者負担を
増やすことなく、学校給食費の
値上げ回避を行い、学校給食
の円滑な実施を図ることができ
た。

①物価高騰の中、従前の栄養バ
ランスや量を保った学校給食の
実施が必要である。
②高騰する給食物資は、値上が
り幅の少ないものに代替すること
で対応する。

保健給食課

15 単
中小企業等デ
ジタル化促進
事業費補助金

①新型コロナウイルス感染症による影響の長期化や物価
高騰により、社会環境が変化する中、デジタル化が進ん
でいない中小企業の経営基盤の強化を図るため、デジタ
ル技術を活用した販路開拓や事業の効率化につながる
取り組みに対して補助を行う。
②補助金　新販路改革タイプ（ECサイト活用、キャッシュレ
ス導入等）、経営管理改革タイプ（経理ソフト、クラウド導
入等）に係る経費の補助。
③補助金　4,000千円（助成対象事業費の1/2、上限200千
円、20件を想定）
④市内中小企業

完了
令和５年７月20
日～令和６年３

月29日
       4,000,000        2,347,000

①交付件数　14件
　 交付金額　2,347千円

②中小企業等がデジタル化へ
対応するための前向きな取り
組みを行う事業者への支援とし
て、事務の効率化等の新たな
取り組みにチャレンジする市内
事業者が増えた

①社会環境の変化に対応するた
め、引き続きデジタル化を促進す
るための支援が必要

②国県の制度とのすみわけを検
討する中、より使いやすい制度と
なるよう改正し、事業を継続す
る。

商工観光課

16 単

農業用燃油等
価格高騰対策
支援事業補助
金

①新型コロナウイルス感染症による物価高騰により、燃油
価格が高止まりしている状況を踏まえ、農業者の経営安
定と促進を図るため作付け面積や燃料購入費用の支援
を行うもの。
②補助金
③30,000千円（≒面積タイプ型17,239,632円＋購入量タイ
プ15,079,080円）
（１）面積支援タイプ（各支援単価に作付面積を乗じて算
出）
支援単価　水稲（乾燥有）1,000円/反、水稲（乾燥無）700
円/反、麦、大豆、そば等500円/反、野菜1,000円/反
（２）購入量支援タイプ(各支援単価に購入量を乗じて算
出)
支援単価　軽油、燃油、A重油12円/ℓ、LPガス25円/kg、
LNG30円/㎥
④３反以上または農産物販売価格が50万円以上の農家

完了
令和５年４月１
日～令和６年３

月29日
      30,000,000       20,965,900

①交付件数　計　153件
 　交付金額　計　20,965,900円
内訳）
面積支援
　交付件数　137件
　交付金額　11,968,500円
購入量支援
　交付件数　16件
　交付金額　8,997,400円

②昨年度よりも交付申請件数
が増加したものの、暖冬の影響
により、施設園芸農家の申請数
量が減少傾向にあったが、農
業経営の安定化に向けた支援
が実施できた。

①課題
物価高騰や気候変動により農業
経営の安定化が課題。継続した
支援対策が必要。

②今後の方向性
社会情勢の状況を鑑み必要な支
援措置を講じていく必要がある。
次年度も引き続き支援が必要と
考えているところ。

農政課
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17 単
収入保険加入
推進事業費補
助金

①新型コロナウイルス感染症が長期化し、原油、資材価
格の高騰が続く中、社会情勢の変化による農業収入の減
少に備えるため、市内農業者が農業保険（収入保険事
業）に新規加入および継続加入時する際の保険料を一部
助成する。
②補助金1,900千円
　農業保険（収入保険事業)の保険料が対象
　補助率 保険料の1/3を補助(上限10万円)
　継続(見込29人）1,700千円＋新規（10人）200千円
③【新規加入者分】85千円/件×補助率1/3×想定対象者
10名≒200千円
【継続収入保険加入者分】実績に基づく保険料（R4実績
1,400千円＋収入増加による保険料増300千円）×1/3×
29人≒1,700千円
④市内農業者　※農業保険（収入保険事業)の保険料が
対象

完了
令和６年2月22
日～令和６年３

月29日
       1,900,000 1,557,300

①加入者36名（新規7名、継続
29名）を支援。昨年度より、5名
増加。

②高温障害による収量減少や
等級悪化による収入減少などリ
スクへ備えを促進し、農業経営
体の経営基盤の維持につな
がった。

①課題
自然環境や資材高騰が経営体
に与える影響が大きい。継続し
たリスク対策が必要。

②今後の方向性
自然災害の多発により、保険収
支が圧迫されているため、保険
料の見直しおよび予算減少に伴
う支援事業の減少が見込まれ
る。

農政課

18 単
小中学校ICT
化推進事業

①国が進めるGIGA構想に係る1人１端末を実現した環境
下で、新型コロナウイルス感染症拡大等による臨時休校
時でも子どもたちの学びの保証し、学習の機会を損なわ
ない環境を継続的に支援するもの。
②GIGAスクール構想端末導入に伴う、市負担リース分
（R5分）
③PC端末のリース料32,865千円
　　3人に1台分のうち未整備分 2,625台（30,086千円）
　　3人に2台分について国からの定額補助（45,000円/台）
への上乗せ分  5,675台（2,779千円）
④市内小中学校13校（小学校９校、中学校４校）

完了
令和５年４月1
日～令和６年３

月31 日
      32,865,000       32,864,040

①1人１台端末の実現により、
学習の機会を損なわない環境
を継続して提供した。
②子どもたちの学びを保証し、
学習の機会を損なわないよう、
維持管理を行うことができた。

①校内のネットワーク環境の更
新にかかる費用
②保守延長をできるだけ行い、し
かるべきタイミングで機器更新を
行うよう検討を行う。

学校教育課

19 単

保育所、こど
も園、幼稚園
の物価高騰影
響額の負担

①新型コロナウイルス感染症による物価高騰の影響を受
けている市内公立保育園・こども園・幼稚園における電気
代の高騰影響額を補填することで、安定した保育環境を
確保するもの。
②市立保育園、こども園、幼稚園における電気代高騰分
（使用料）4,905千円
③保育園・こども園3,699千円、幼稚園1,206千円（令和５
年度決算見込み額と令和３年度決算額の差額）
④市立保育園、こども園、幼稚園

完了
令和５年４月1
日～令和６年３

月26日
       4,905,000        2,481,501

①電気代の高騰分を補填する
ことができた。
②電気代高騰分を補填できた
事で安定した保育環境を確保
することができた。

①電気料金の高騰については、
一定収まってきたものの、今後、
電気料金の高騰等の可能性が
ある。
②電力会社等の値上げの動きを
注視しつつ、必要に応じ、補填等
を検討

保育幼稚園課

20 単
小中学校の物
価高騰影響額
の負担

①新型コロナウイルス感染症による物価高騰の影響を受
けている市立小中学校における電気代の高騰影響額を
補填することで、教育環境を確保し、学習活動を継続する
もの。
②小中学校における電気代高騰分（使用料）27,957千円
③小学校17,898千円（令和５年度決算見込み額と令和３
年度決算額の差額）、中学校10,059千円（令和５年度見込
額と令和３年度実績額の差額※自校方式による給食開始
に係る電気代相当額除く）
④市立小中学校13校（小学校９校、中学校４校）

完了
令和５年４月１
日～令和６年３

月26日
      27,957,000       25,178,183

①小中学校の電気代の補填
②小中学校での児童・生徒の
適切な学習活動を継続すること
ができた。

①なし
②今後も継続して、適切な学習
活動を継続する。

教育総務課
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21 単

物価高騰によ
る子育て世帯
支援事業（子
ども医療費助
成制度拡大）

①コロナ禍における物価高騰で、子育て世帯の経済的負
担が増加していることから、子育て世帯の医療費助成の
拡大（小学校６年生までを中学生までに拡充）することに
より、経済的負担の軽減を図る。
②医療助成費（扶助費）
③福祉医療助成
(通院費）20,500円×2,900人×4/12カ月＝19,817千円
④中学生の保護者

完了
令和５年10月1
日～令和６年３

月31日
      19,817,000       22,173,582

①助成件数　10,091件
　助成金額　22,174千円
　中学１年生から中学３年生の
医療費における自己負担分を
助成。
②将来を担う子どもたちが健康
ですくすく育つ環境の向上と、
更なる子育て支援ができた。

①なし
②今度も医療費助成を行い、誰
もが安心し、健康で文化的な生
活が送れるよう事業を継続して
いく。

国民年金課

22 単
市立図書館の
物価高騰影響
額の負担

①図書館では新型コロナウイルス感染症対策として空調
を常時稼働しているが、エネルギー価格高騰の影響を受
けているため、光熱費高騰を支援する。
②使用料
③2,983千円（令和５年度決算見込み額と令和３年度決算
額の差額）
④図書館

完了
令和５年４月１
日～令和６年３

月15日
       2,327,109        2,327,109

①コロナ対策として常時空調を
稼働している図書館の電気代
高騰分を支援した。
②開館前の部分消灯や空調の
調整により、費用を抑えること
にも努めながら、図書館の運営
できた。

①なし
②今後も同様の対策を実施して
いく。

図書館

23 単

文化施設、ス
ポーツ施設の
物価高騰対策
支援金

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けている市内文
化施設、スポーツ施設の指定管理者に対し、コスト上昇分
の負担を軽減し事業継続を支援するため、支援金を交付
する。
②文化施設・スポーツ施設における電気代高騰分（支援
金）17,029千円
③市民ホール分9,039千円、市民体育館分5,129千円、球
場746千円、ビックレイク（サッカー場）分2,115千円
（電気料値上げ後の電気料金（※令和4年7月～令和５年
12月）- 電気料値上げ前の電気料金単価（令和４年４月
～６月）×電気料値上げ後の電気使用量（※））
④指定管理者

完了
令和５年４月1
日～令和６年３

月29日
      17,029,000        1,021,000

①文化・スポーツ事業施設の指
定管理者に対し、電気代高騰
分を支援。
②安定した運営のなかで、文化
芸術およびスポーツの振興を
図る事業が実施された。

①なし
②令和５年度に限る

スポーツ振興課

社会教育・文化振興課

24 単
妊娠出産子育
て支援交付金

①コロナ禍における物価高騰の影響下においても全ての
妊娠・子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境を
整備するため、伴走型の相談支援と出産育児関連用品
の購入や子育て支援サービスの利用等における負担軽
減を図る経済的支援を一体的に実施するもの。
②令和５年度下期分の出産子育て応援交付金、人件費
（専任）、需用費、役務費
③交付金5,000千円（妊娠50千円×300人、出産50千円×
300人）(国2/3,県1/6,市1/6)
人件費（専任）834千円、需用費71千円、役務費92千円
④妊娠届を提出し令和５年10月以降に給付金申請書を提
出した妊婦、または出生届を提出した児を養育し、新生児
訪問を受け、令和５年10月以降に給付金申請書を提出し
た者

完了
令和５年10月1
日～令和６年３

月３１日
       5,997,000        5,189,598

➀コロナ禍によるエネルギー・
食料品価格等の物価高騰下に
おいても全ての妊婦・子育て家
庭が安心して出産・子育てがで
きる環境を整備するため、出産
育児関連用品の購入や子育て
支援サービスの利用等におけ
る負担軽減を図るため、経済的
支援を行った。
②申請件数
　　出産応援：790件
　　子育て応援：495件

①令和７年度に法整備化される
方針であり、支給時期や対象者
が変更になる可能性がある。
②伴走型相談支援と経済的支援
を継続的に行い、令和７年度の
法整備化に備えて、情報収集を
行う。

母子保健課
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25 単
上下水道事業
会計繰出金

①コロナ禍における電気料金高騰の影響を受けた公営企
業（上下水道事業）に対し繰出しを行い、電気料金高騰分
の補填を行うことで、電力価格高騰分の価格転嫁を低減
しつつ、運営の安定を図るための支援を行う。
②繰出金（施設動力費等の電気代　水道事業：1,900千
円、下水道事業：400千円）
③電気料金高騰分（令和３年度平均と令和５年度実績額
の差額）（１）水道事業：動力費・水源地等（高圧契約）にお
ける燃料調整単価および再エネ賦課金の物価上昇分⇒
高騰相当分： 1,900千円（２）下水道事業：電気代・ポンプ
場（高圧契約）における燃料調整単価および再エネ賦課
金の物価上昇分⇒高騰相当分： 400 千円
④上下水道事業者

完了
令和５年４月１
日～令和６年３

月29日
       2,300,000        2,300,000

①継続的に安全、安心、安定
的な水道水の供給や下水道の
使用が可能となった。
②使用者の使用料等により独
立採算で成り立っている事業の
維持が可能となった。

①電気料金の高騰は使用料等
の増額改定に繋がることであり、
独立採算制の維持が困難になる
可能性がある。
②公営企業として、収益の確保
と費用逓減の取り組みを推進し、
健全な経営基盤を維持する。

経営総務課

26 単
私立学校電気
料金高騰対策
支援

コロナ禍における物価高騰等の対応を目的に、電気料金
の高騰により大きな影響を受けている私立中学校・高校
を対象に、電気料金を支援する。
②支援金
③電気代高騰分3,400千円（令和５年度決算見込み額と
令和３年度決算額の差額:6,800千円×1/2)※実績は1/4
④私立中学校、高等学校

完了
令和５年４月1
日～令和６年３

月29日
       3,400,000        1,677,000

①私立中学校・高等学校１校に
対し、電気代高騰分を支援。
②保護者へ物価高騰分を転嫁
することなく、教育環境を保持
することができた。

①なし
②令和５年度に限る

企画政策課

27 単

物価高騰等対
策放課後児童
クラブ継続支
援金

①コロナ禍において物価等の高騰による利用者負担の増
加を抑制するとともに、継続的・安定的にサービスを提供
できるよう、市内の放課後児童クラブに支援金を支給す
る。
②支援金
③支援金8,300千円（400千円×7施設＋500千円×11施
設）
④市内18施設

完了
令和５年４月1
日～令和６年３

月29日
       8,300,000        8,300,000

①交付件数：18件（18/18）
②全ての児童クラブに対し支援
金を交付することで、物価等高
騰分を保護者へ転嫁することな
く、児童クラブの安定運営を図
ることができた。

①物価高騰は継続しており、適
切な支援が必要である。
②国の交付金等を活用する中、
引き続き児童クラブへの支援を
必要に応じて検討する。

こども政策課


